
第 71 回税理士試験 

解答速報

 国税徴収法 

本解答は令和 3年 8月 20 日 17時に学校法人大原学園が独自に作成したもので、予告なしに内容を変更する場合があ

ります。また、本解答は学校法人大原学園が独自の見解で作成/提供しており、試験機関による本試験の結果等について

保証するものではありません。

 本解答の著作権は学校法人大原学園に帰属します。無断転用・転載を禁じます。



資格の大原 本文中無断転載禁

本試験模範解答                            国税徴収法 

〔第一問〕－50 点－ 

問１                                     （25点） 

〔 1 〕原則的な場合

徴収職員は、次のいずれかに該当するときは、差押財産の全部又は一部について、その差

押えを解除することができる。 

(1) 差押えに係る国税の一部の納付、充当、更正の一部の取消し、差押財産の値上りその他

の理由により、その価額が差押えに係る国税及びこれに先だつ他の国税、地方税その他の

債権の合計額を著しく超過すると認められるに至ったとき 

(2) 滞納者が他に差し押さえることができる適当な財産を提供した場合において、その財産

を差し押さえたとき 

(3) 差押財産について、 3  回公売に付しても入札等がなかった場合において、その差押財産

の形状、用途、法令による利用の規制その他の事情を考慮して、更に公売に付しても買受

人がないと認められ、かつ、随意契約による売却の見込みがないと認められるとき 

〔 2 〕納税の猶予の場合 

税務署長等は、納税の猶予をした場合において、その猶予に係る国税につき既に滞納処分

により差し押さえた財産があるときは、猶予を受けた者の申請に基づき、その差押えを解除

することができる。 

〔 3 〕換価の猶予の場合 

税務署長は、換価の猶予をする場合において、必要があると認めるときは、差押えにより

滞納者の事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれがある財産の差押えを解除すること

ができる。 

〔 4 〕保全差押え又は繰上保全差押えの場合 

保全差押え又は繰上保全差押えを受けた者につき、その資力その他の事情の変化により、

その差押えの必要がなくなったと認められることとなったときは、その差押えを解除するこ

とができる。 

〔 5 〕不服申立ての場合 

再調査審理庁又は国税庁長官は、再調査の請求人等が担保を提供して、不服申立ての目的

となった処分に係る国税につき、既にされている滞納処分による差押えを解除することを求

めた場合において、相当と認めるときは、その差押えを解除することができる。 
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資格の大原 本文中無断転載禁

問２(1)イ                                  （25点） 

自動車（不動産等）については、売却決定の取消しに伴う影響が動産等に比べて大きく、か

つ、その買受人は動産等の売却決定の取り消しの規定によっても保護されないため、公売をす

る日と売却決定の日とを異なる日とし、その間に滞納者及び利害関係者に不服申立ての機会を

与え売却決定の安定化を図っている。 

問２(1)ロ  

不動産等のうち不動産については、特に暴力団員等の買受け防止措置が講じられたことに伴

い、不動産を換価に付するときは、暴力団員等に該当するか否かの調査に通常要する日数を考

慮する必要が生じ、税務署長等が指定する日が売却決定の日とされている。 

問２(2)  

次の場合には、売却決定が取り消される。 

(1) 換価財産に係る国税の完納の事実が買受代金の納付の前に証明された場合 

(2) 買受人が買受代金をその納付の期限までに納付しない場合 

(3) 売却決定後に公売実施の適正化のための措置により最高価申込者の決定の取消しがされ

た場合 

なお、次の場合に公売実施の適正化のための措置により最高価申込者の決定が取り消さ

れる。 

① 公売への参加、買受代金の納付等を妨害し、不正に連合したと認められる事実などがあ

る場合 

② 公売不動産の最高価申込者等又は自己の計算において最高価申込者等に公売不動産の入

札等をさせた者が次のいずれかに該当すると認める場合 

(ｲ) 暴力団員等（公売不動産の入札等がされた時に暴力団員等であった者を含む。） 

(ﾛ) 法人でその役員のうちに暴力団員等に該当する者があるもの（公売不動産の入札等が

された時にその役員のうちに暴力団員等に該当する者があったものを含む。） 

(4) 売却決定を受けた者が、不服申立てがあった場合の処分の制限により滞納処分の続行の

停止がされたため、その買受けを取り消した場合 

(5) 不服申立て・訴訟の結果による取消しの場合 
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資格の大原 本文中無断転載禁

〔第二問〕－50 点－ 

問１(1)                                    （25点） 

税務署長が参加差押えをした場合において、その参加差押えに係る差押財産が相当期間内に

換価に付されないときは、その税務署長は、速やかに換価すべきことを滞納処分による差押え

をした行政機関等に催告することができることとされているが、この換価の催告を行ったとし

ても換価がされない場合には、参加差押え国税を徴収することができず、さらには滞納者にと

っても延滞税の負担の増加につながる。よって、参加差押えをした財産の換価促進のためにこ

の規定が定められている。 

問１(2)イ 

(1) 換価執行決定の効力を生じさせるための手続 

換価執行決定は、参加差押えをしたＸ税務署長による換価の執行に係る同意をしたＤ年金

事務所長に告知することによってその効力を生ずる。 

(2) 関係者への通知 

換価執行決定をしたＸ税務署長は、速やかに、その旨を滞納者甲及び参加差押不動産につ

き参加差押えをしたＥ市長に通知しなければならない。 

問１(2)ロ  

(1) 換価に必要となる書類の引渡しに関する手続 

Ｄ年金事務所長は、告知を受けた場合において、差し押さえた不動産につき当該換価執行

決定前に二以上の参加差押書の交付を受けているときは、参加差押書及びその他の書類のう

ち滞納処分に関し必要なもの（滞納処分関係書類）を、Ｘ税務署長に引き渡さなければなら

ない。 

問１(2)ハ  

(1) 実施する手続きはない 

(2)ロの引渡しがあった場合には、その引き渡された参加差押書に係る参加差押えをしたＥ

市長は、その参加差押えをした時に、Ｘ税務署長に対し参加差押えをしたものとみなし、そ

の引き渡された滞納処分関係書類は、Ｘ税務署長に提出されたものとみなす。 

よって、Ｅ市長が実施する手続きはない。 

問２                                     （25点） 

〔 1 〕国税徴収法第26条準用 

Ａの地方税、抵当権Ｂ、物上保証に係る抵当権（Ａの地方税、抵当権Ｃ、物上保証に係る

抵当権）の関係は次の通りになる。 

(1) Ａの地方税と抵当権Ｂの関係 

本問の場合には、抵当権Ｂ（設定登記 平成30年10月31日）は、Ａの地方税の法定納期

限等（平成 30年 9 月30日）後に設定されているため、Ａの地方税に劣後する。 

(2) 抵当権Ｂと物上保証に係る抵当権の関係 

抵当権Ｂの設定時に、Ｂ銀行は物上保証に係る甲の消費税確定申告分の法定納期限等は

知り得ないため、抵当権の設定登記日の先後によりその優劣を定める。 

本問の場合には、抵当権Ｂの設定登記日（平成30年10月31日）が、物上保証に係る抵当

権の設定登記日（令和 2 年 3 月 1 日）より早いため、抵当権Ｂが、物上保証に係る抵当権

に優先する。 
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資格の大原 本文中無断転載禁

(3) 物上保証に係る抵当権とＡの地方税の関係 

本問の場合には、物上保証に係る抵当権は、Ａの地方税との関係において、担保を徴し

た国税に該当するため、参加差押えをしたＡの地方税に優先する。 

よって、Ａの地方税、抵当権Ｂ、物上保証に係る抵当権の三者間においてぐるぐる廻り

の状態にあるため、次のように配当額を定める。 

〔 2 〕優先順位の確定している債権の先取り 

本問の場合には、Ｘ税務署長が支払った乙土地の鑑定料30万が直接の滞納処分費に該当し、

30万円の配当を受ける。 

なお、Ｄ年金事務所が支払った鑑定料 30 万円は、直接の滞納処分費には該当しない。 

残額 1,130 万円（1,160 万円―30 万円）については、以下のとおり配当する。 

〔 3 〕租税公課と私債権グループへ充てるべき金額の算定 

平成 30年 9  月30日  法定納期限等  Ａの地方税                 500万円 

平成30年10月31日  設定登記       抵当権Ｂ                   400万円 

平成31年  3  月20日  設定仮登記    抵当権Ｃ           200万円 

令和元年  5  月31日  法定納期限等  Ａの保険料                  100万円 

令和  2 年   3  月  1 日  設定登記    物上保証に係る抵当権       340万円 

                租税公課グループ                  私債権グループ 

          (1) Ａの地方税   500万円         (2) 抵当権Ｂ    400万円 

          (4) Ａの保険料      30万円         (3) 抵当権Ｃ   200万円 

総 額    530万円             総 額   600万円 

〔 4 〕個々の租税公課への配当 
物上保証に係る  

第  1   順位 令和  2  年  3  月  1  日 設定登記                340万円 
甲の消費税確定申告分 

第  2   順位 令和  3  年  1 月15日 参加差押え Ａの地方税             190万円 

                                   合 計        530万円            

Ａの保険料は、公課に該当するため国税徴収法第  8  条により常に租税に劣後する。 

〔 5 〕個々の担保権付私債権への配当 

第  1   順位 平成30年10月31日  設定登記  抵当権Ｂの被担保債権   400万円 

第  2   順位 平成31年  3  月20日  設定仮登記 抵当権Ｃの被担保債権   200万円 

                                 合 計      600万円 
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資格の大原 本文中無断転載禁

□合格ラインの読み□ 

本年度の試験は、〔第一問〕50点、〔第二問〕50点の配点でした。 

例年の本試験同様に解答ボリュームは多くありませんでしたが、特殊な論点が出題されており、全体を通してしっか

り解答できた方は少なかったのではないかと思われます。 

〔第一問〕 

問 1  差押えを解除することができる場合については、しっかりと解答できていた方が多いと思われます。   

よって、23点（25点満点）は得点してほしい問題でした。 

問 2 (1) 不動産等について売却決定の日が公売をする日と異なる理由については、正確な記述は必要ありませんが、

何か関連する内容の記述があれば合格答案になりうると思われます。 

よって、自動車については3点（5点満点）、不動産については3点（5点満点）は得点してほしい問題でした。 

問 2 (2) 売却決定が取り消される場合についても、正確な記述は必要ありませんが、３項目程度を列挙し公売実施

適正化の措置の内容が記述できていれば合格答案になりうると思われます。 

よって、9点（15点満点）は得点してほしい問題でした。 

〔第二問〕 

問  1   換価執行決定に関する趣旨及び手続等を問う問題でした。 

趣旨については正確な記述は必要ありませんが、何か関連する内容の記述があれば合格答案になりうると思

われます。また、手続等に関してはＸ税務署長についてはしっかりと解答してほしい項目ですが、Ｄ年金事務所

長やＥ市長について解答できた方は少ないと思われます。 

よって、(1)については3点（5点満点）、(2)イについては8点（10点満点）、(2)ロ、ハについては3点（10点満

点）は得点してほしい問題でした。 

問 2  乙土地の公売に伴う配当計算が論点でした。 

非常に難解な論点も含まれており、配当金額を正答することは難しかったと思われます。 

よって、17点（25点満点）は得点してほしい問題でした。 

総合して、ボーダーラインは69点、合格確実ラインは79点前後になると予想されます。 
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